





























































































































スキャンし、回答を Microsoft Excel に入力・保存した。データの分析に














































































































































































































































































































専門部署あり 59 24.8 3.3
兼任部署あり 107 24.0 3.6
担当者あり 249 23.4 4.6
担当者なし 161 20.6 5.2
合計 576.0 22.9 4.7
ニーズ（総合）
専門部署あり 59 21.3 5.7
兼任部署あり 107 20.2 5.7
担当者あり 249 19.6 6.3
担当者なし 161 17.0 6.5
合計 576 19.2 6.4
を行って平均の差を見
た。結果は①「希望」
「ニーズ」ともに教育
普及の「担当者なし」
館が他の博物館よりも
有意に点数が低いこと、
②「希望」に関して教
育普及の「専門部署あ
り」館が「担当者あり」
館よりも有意に点数が
高い希望が高いことが
分かった（全て有意差
は５％水準）。
　「教育普及の組織体制」の観点から考えると担当者がいない博物館は探究
への希望も教育研究者へのニーズも低く、専門部署がある博物館に関しては
探究の希望が比較的高いことが理解された。
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　２つの分析をまとめると、設置管理者で言えば公営の博物館が今後の取り
組みへの希望・教育研究者へのニーズともに高く、教育普及担当者がいない
博物館は両方ともに低く、今後の取り組みに関しては教育普及の専門部署が
ある博物館が比較的高い希望がありそうな傾向にあることが分かる。
４．考察
（１）全体の傾向性
　ここまでの分析結果をまとめたい。
　今回の回答館に関して「公営」の「美術系」・「歴史系」博物館が多い結果
となった。教育普及活動に関しては、「担当者あり」館が最も多いものの、「担
当者なし」館も３割程度、存在する。博物館の教育普及活動自体は限定的な
部分があるものの、探究への指導助言経験のある館が６割程度と、博物館の
教育能力は一定水準のものと考えられる。
　探究への「今後の取り組み」や教育研究者の「ニーズ」に関しては、高い
ないしは一定水準の反応が見受けられた。しかしながら、博物館全体として
探究に受動的な傾向が認められるのも事実である。「今後の取り組み」に関
しては「利用（一般的な閲覧＝観覧）」希望が高く、博物館側にも活動への
コミットが求められる項目に関しては希望が低い傾向にあった。「ニーズ」
に関しても「情報提供」や「事例提供」が高く、受動的な傾向は同じであっ
た。
　自由記述を見ても「職員が少なく、積極的な活動を行っていない（できな
い）。受け身的な対応が多い」という回答があった。
　これらの結果は博物館の経営状況と関連しているように感じられる。博物
館の危機はすでに10年前から叫ばれており、指定管理制度導入により業務の
民間委託が博物館側から問題視され（白藤、2007）、日本学術会議が声明を
発表するに至っている（13）。この背景には博物館行政を担う地方公共団体の財
政的課題があり、博物館への予算削減による人員不足が生じている。その結
果、所蔵コレクションの維持にまで問題が生じ始めている。2017年に行われ
た NHKのアンケート調査（14）（回答186施設）では、コレクションの修正や劣
化防止について「必要な数が把握できていない」（59施設：31.7％）、「作業
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の予定が立っていない」（65施設：34.3％）と回答した施設が全体の59.3％
となっている。
　一方で教育普及活動を通じて博物館の利用を促そうという動きも存在する
（小川・五月女編著、2018）。限られた資源の中で博物館側も試行錯誤をし
ていると考えられる。
（２）高希望ニーズ層について
　より高い希望やニーズを持った層を分析した結果、本研究では「公営」館
が、比較的高い「今後の取り組み」希望・教育研究者への「ニーズ」を示す
ことを明らかにした。「教育普及の組織体制」に関しては教育普及の「担当
者なし」館については探究への「ニーズ」も「希望」も低く、「専門部署あり」
として組織的に実施している館が探究に高い「希望」を持っていそうであっ
た。これら知見はどのような属性の博物館が探究という学習活動の補完機能
を持ちうるのかを検討する際、１つの道標となるとともに、教育研究者が博
物館と共同研究を行う際に１つのヒントになる。
　とくに「公営」館の場合、地方自治体の教育委員会が管轄していることが
多く、学校現場との連携も「民営」館よりも比較的しやすい側面がある。地
方自治体によっては博物館に学校教員が出向している場合もあり、学校現場
と連携した博物館での教育普及活動も報告されている（伊藤、2017）。
　この傾向は逆に言えば、「教育普及体制が整っていない」博物館には教育
普及活動にまで手がまわらないものが存在することを示唆している。自由記
述には「学芸員１名で、雑用もこなしていて、出前授業を１、２回するのが
精いっぱい」、「教育普及担当（エデュケーター）として位置づけられた専任
職員が不在であるため、計画的に学校現場との連携・協力体制をとることが
できていない」、「積極的に学校現場との連携による取り組みに参画したい希
望はあるが、館の現状、人手不足であり、人員配置が困難であることが大き
な問題」という記載が見られた。これは先に示した博物館の現状を反映した
ものだと考えられる。
　その一方で経営状況から教育普及にリソースを割けない「民営」の小規模
館であっても地域の学校と連携して教育普及活動に尽力している館も回答へ
の添付資料等から見受けられた。全体傾向と照合すると厳しい状況の中で地
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域貢献や学校連携を模索する民営の小規模館での事例の価値が際立って捉え
られた。
（３）今後の課題
　博物館全体の持つ探究への今後の取り組み希望や教育研究者へのニーズは
比較的受け身なものであった。全体に対しては、学校現場の現状や探究に関
する情報提供・事例提供を行いつつ、それが博物館にどのように貢献するの
か示す必要があるだろう。他方で高希望ニーズ層の存在も示唆され、今後は
この層を取り込みながら、実践事例を作り出し、学校教育の補完機能を社会
教育施設である博物館が持つことを明らかにする事例作りが必要となる。そ
の際、現状の博物館行政を考慮しながら、コスト面で博物館側が大きな負担
を被らないような学習システムを考えていかないといけないだろう。このこ
とは実践事例を開発する際の１つの論点となる。
　本調査では歴史系・美術系博物館からの回答が非常に多かった。実際、日
本の博物館施設の多くがこのような所謂「文化系」のものである。他方で現
状、日本での課題研究＝探究の蓄積の多くは SSHなど、理数系のものであり、
昨今は SGH など、グローバル教育の文脈で文社系の実践が生まれているが、
学校現場においては相対的に美術系・歴史系はノウハウの蓄積が薄いと考え
られる。また、理数系の学会と比較して文社系の学会ではジュニアセッショ
ン等、こどもの学習発表の機会も限られている。博物館の教育機能を十分に
発揮するためには新たに歴史系・美術系の探究実践事例とその指導ノウハウ
が必要となる。これらの課題点を考慮した課題研究＝探究の実践事例開発が
求められる。
注釈
　2008年１月17日　中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等
学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」
　2016年８月26日　中央教育審議会教育課程部会報告「次期学習指導要領
等に向けたこれまでの審議のまとめについて」
　たとえば、全国水産高等学校校長協会が主催する「全国水産・海洋高等
学校生徒研究発表大会」や高等専門学校の「アイデア対決・全国高等専
18
門学校ロボットコンテスト」（ロボコン）でその実績は有名である。
　2016年４月26日　中央教育審議会教育課程部会理科ワーキンググループ
資料「理数探究（仮称）に関する資料」
　国立大学協会「国立大学の将来ビジョンに関するアクションプラン」
（http://www.janu.jp/news/teigen/20150914-wnew-actionplan.html 
確認：2018.8.29）。具体的な例として、高校在学中に執筆した論文を出
願書類として求める東京大学法学部「推薦入試」、在学中の探究で培っ
た学力を問う京都工芸繊維大学「ダビンチ（AO）入試」、課題研究で
高い成果を上げた受験生を対象にする大阪大学「世界適塾入試」など。
　1996年４月24日　中央教育審議会生涯学習審議会答申「地域における生
涯学習機会の充実方策について」
　展示物に触れて学ぶ「ハンズオン」（染川・吹田、1996／コールトン、
2000）や学芸員などが実際に入場者を相手に行う（あるいは学校等に出
向いてのアウトリーチと呼ばれる）「ワークショップ」、「鑑賞者教育」 
（ヤノウィン、2015）など。
　現在、日本には博物館法管轄の施設として、登録博物館、博物館相当施
設が存在し、その他の施設として博物館類似施設がある。登録博物館は
895館、博物館相当施設は361館、博物館類似施設は4,434館と合計で5,672
館（2015年現在、平成27年度社会教育調査）あるが、全体としては2011
年と比較して75館減っている。
　「公開承認施設」とは「国宝・重要文化財の所有者（管理団体を含む）
以外の者が、当該文化財を公開」するのに承認を受けた施設であり、文
化財保護法の管轄になる。詳しくは、文化庁「公開承認施設」
（http://www.bunka.go.jp/seisaku/bijutsukan_hakubutsukan/
shoninshisetsu/ 確認：2018.8.29）。
　日本博物館協会「日本の博物館総合調査報告書」
（https://www.j-muse.or.jp/02program/pdf/H25%20sougoutyousa.
pdf 確認：2018.8.29）。
　公営の内訳としてはほとんどが地方自治体の運営する公立博物館で、今
回のアンケート全体として410件（67.5％）と半数を超えていた。
　動物園・水族館・植物園・昆虫館が今回の調査では除外されているが、
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日本におけるこれらの施設は割合としてそれほど多くない。日本動物園
水族館協会の加入館は2018年８月28日現在、動物園で91件、水族館で60
件である。日本植物園協会の正会員名簿に記載の植物園は2018年８月28
日現在、113件であった。昆虫館に関しては統括団体がなく実数の把握
が難しいが、それほど多くないと思われる（全国科学博物館協議会の加
盟館リストでは「昆虫」を含む施設は４件である）。
　2007年５月24日「声明 博物館の危機をのりこえるために」日本学術会
議
　「博物館の“危機”いま何が…」NHK ニュースおはよう日本
（https://www.nhk.or.jp/ohayou/digest/2017/05/0518.html 確認：
2018.8.29）
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アンケート質問項目（一部省略）
１　基本事項
（１）博物館法上の区分
①登録博物館　②博物館相当施設　③博物館類似施設　④その他
（２）設置管理者上の区分
①国立博物館　②公立博物館（地方自治体）　③私立博物館
④その他の法人
（３）展示内容上の区分
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①総合博物館　②美術系博物館　③歴史系博物館
④自然科学系博物館　⑤その他
（４）教育普及活動に関する部署
①専門の部課係が置かれている　②兼任する部課係が置かれている
③担当者が決まっている　④担当者も決まっていない
２　現状の教育普及活動及び探究的な学習への取り組み
 「①よくある　②時々ある　③ない」
（１）授業として児童・生徒の団体での来館
（２）学芸員が学校に出向いて行なう指導（探究への指導助言以外）
（３）教員対象の講座や講習会（博物館が主催）
（４）教育委員会の教員研修ないしは教員研修と連携して行なう事業・活動
（教育委員会が主催）
（５）探究のための資料や図書の閲覧許可
（６）探究のための資料や図書の貸出
（７）探究のための館内施設（作業スペース等）の貸出
（８）学校現場と連携した探究の開発
（９）探究の指導助言
３　今後の探究的な学習への取り組み
 「①希望する　②やや希望する　③あまり希望しない　④希望しない」
（１）探究のための博物館利用（館内閲覧や公開講座参加）
（２）探究のための資料閲覧
（３）探究の指導助言
（４）探究学習プログラム実施（博物館主催）
（５）探究学習プログラム実施（学校・博物館の共催）
４　教育研究者に対するニーズ
 「①ある　②ややある　③あまりない　④ない」
（１）探究の一般的な知識・学校の現状に関する情報提供
（２）博物館を利用した探究実践事例の情報提供
（３）博物館を利用した探究学習プログラムの共同開発
（４）博物館を利用した探究汎用プログラムや教材の提供
（５）博物館を利用した探究のための学校現場連携コーディネート
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